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蒸 発 

 

１．単一蒸発缶 

 

①自然循環式 外部供給された原料液は、カランドリア（加熱部）で加熱され、密度が小さくなる。一

方、液面近傍やダウンテーク（降液管）では、蒸発による気化熱や給液の加温によって熱を奪われる為、

加熱部よりも液温は低く、密度は大きい。すなわち、密度の小さい加熱部の液は浮力を得て装置内を上

昇し、密度の大きい加熱部以外の液は装置内を降下することから自然循環流が形成され、装置内の液が

撹拌される。（自然対流～温度差が生じると密度差が生じて自然に流れが生じる。）その他、液の飛沫が

蒸気に乗って装置の外へ飛び出さない様（飛沫同伴）、装置上部を高くしている。垂直管型は、標準型と

呼ばれ、最も広く利用されている。液は、密度差によってダウンテークを降下し、カランドリア内の加

熱管内側を上昇する。液は加熱管内で沸騰して蒸気と液の混相流となり、みかけの密度は小さくなる。

加熱管の外側はスチームが流れており、自身が凝縮する際に生じる熱（蒸発潜熱）を液に与える。水平

管型は、液深（えきしん）を低く取れる為、水圧上昇に伴う沸点上昇を小さくできる。加熱管の取り外

しが容易。構造上、加熱管の外側（洗浄が厄介）が液に直接触れる為、スケーリングや結晶化が起こり

易い液は不適。バスケット型は、加熱部の取り外しが可能であり、伝熱面の洗浄が容易である。 

②強制循環式 ポンプを設置して液の流動を良好にしており、伝熱係数が大きい（強制対流）。スケーリ

ングや結晶化が起こりやすい液、粘性の高い液に適用される。（蒸発が進むと、次第に溶質が濃縮され、

液の粘度は高くなる。そうなると、液の流動が悪くなるので、伝熱係数が小さくなる。強制循環式であ

れば、その心配が少ない。）熱交換器を横にした水平管型もある。 

③液膜式 加熱管の中で液が蒸発する。液の上昇に伴って沸騰が進み、蒸気量が増大する為、液は管壁

に押し潰されて液膜の状態で上昇する。伝熱係数大。液は加熱管と短時間しか接触しない為、熱に弱い

有機物に適する。スケールや結晶が析出しやすい物質には適さない（管の中が詰まる）。液膜を降下させ

る型式や、液膜を撹拌する型式もある。 

 

 

図 1.1 蒸発缶の例 

左から 自然循環式(垂直管型)、強制循環式、液膜式 
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２．沸点上昇 

 

液体の表面では、分子の蒸発と凝縮が起こっており、一定温度で一定の蒸気圧を示す。蒸気圧の温度

依存性は、蒸気圧曲線で整理される。純水に不揮発性物質としての溶質を溶存させると、蒸気圧が降下

するため、水の沸点が上昇する。これを沸点上昇という。いま、純水の沸点が TW [℃]であるとき、溶質

溶存下における水溶液の沸点 TB [K]は、沸点上昇 TBPR [℃]を用いて次式で表される。(B.P.R.は、Boiling 

Pressure Rising の略。)  
 B W BPRT T T  …(2.1) 

純水の沸点と水溶液の沸点の間には比例関係が成り立つ。これを溶質濃度ごとに整理した Dühring(デュ

ーリング)線図を用いることで、沸点上昇 TBPR を図上で読み取ることができる。なお、沸点上昇 TBPR は、

液深(えきしん)の影響を受ける。すなわち、伝熱面が液面よりも距離 h だけ離れているとき、液面上の操

作圧 p よりも水圧 Δp=ρgh だけ圧力が増大する。 

 

図 2.1 蒸発潜熱曲線[文献 1] 
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図 2.2 水の蒸気圧曲線[文献 1] 

 
図 2.3 食塩水のデューリング線図[文献 2] 
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①操作圧と水圧の和 p＋Δp における純水の沸点 Twを蒸気圧曲線より読み取る。 
②純水の沸点 Twと溶液基準の溶質濃度[wt%]より水溶液の沸点 Tbをデューリング線図より読み取る。 
③沸点上昇 TBPR=Tb－Twを計算する。 
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

 

３．収支計算 

 

３．１ 物質収支 

 

単一蒸発缶における原液の供給量 F [kg/s](溶質の質量分率 xF)、蒸発量 V [kg/s]、濃縮液の排出量 L [kg/s] 

(溶質の質量分率 xL)、過熱水蒸気量(スチーム量)S [kg/s]、凝縮水量 C [kg/s]のとき、蒸発缶周りの全物質

収支および成分物質収支は、それぞれ次式で表される。 
（全物質収支） [ ]F S V L C S C　　  …(3.1.1) 
（成分物質収支） F LFx Lx  …(3.1.2) 
過熱水蒸気量 S と凝縮水量 C が等しいとき、上式より濃縮液量 L を消去すると、蒸発量 V を得る。 

 
L

F1
x
xFV  …(3.1.3) 

 

 

図 3.1.1 蒸発缶周りの物質収支と熱収支 

 

３．２ 熱収支 

 

単一蒸発缶における原液、蒸発水、濃縮液、過熱水蒸気、凝縮水の比エンタルピーをそれぞれ iF、iV、

iL、iS、iD [J/kg]と置くとき、蒸発缶周りの熱収支式は、次式で表される。 

LVDFS LiViSiFiSi  …(3.2.1) 

物質収支式を用いて L を消去すると、上式は次式のように変換される。 
 S D F V L( ) ( )S i i Fi Vi F V i  …(3.2.2) 

原液
F [kg/h]
iF [kJ/kg]
TF [℃]
xF [－]

蒸発水
V [kg/h], iV [kJ/kg], TV [℃]（=TB）

過熱水蒸気
S [kg/h]
iS [kJ/kg]

凝縮水
D [kg/h]
（=S）
iD [kJ/kg]

濃縮液（製品）
L [kg/h], iL [kJ/kg] （=iB）, TL [℃] （=TB）, xL [－]

沸点
TB [℃]
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S D L F V L( ) ( ) ( )S i i F i i V i i  …(3.2.3) 

濃縮液の温度 TL [℃]は、内部液の沸点 TB [℃]に等しく、ともに同一の液体であることから、上式の iLを

内部液の比エンタルピーiB [J/kg]に置き換える。 

S D B F V B( ) ( ) ( )S i i F i i V i i  …(3.2.4) 
過熱水蒸気が内部液に与える凝縮熱(iS－iD)は、顕熱分と潜熱分の両方を含むが、顕熱に比して潜熱が十

分に大きい為、過熱水蒸気の蒸発潜熱 λS [J/kg]にほぼ等しいと見なせる。 

S D Si i λ  …(3.2.5) 

相変化を伴わない場合の比エンタルピー差(iB－iF)は、原液の保有する顕熱に等しい。 
B F p B F( )i i C T T  …(3.2.6) 

ただし、Cp は比熱容量[J/(kg･℃)]、TFは原液の温度[℃]。 

気液間の相変化過程における水の比エンタルピー差(iV－iB)は、顕熱分と潜熱分の両方を含むが、顕熱に

比して潜熱が十分に大きい為、水の蒸発潜熱 λV [J/kg]にほぼ等しいと見なせる。 

V B Vi i  …(3.2.7) 

上の３式を熱収支式に代入すると、過熱水蒸気量 S を得る。 

S p B F V( )S FC T T V  …(3.2.8) 

p B F V

S

( )FC T T V
S  …(3.2.9) 

 

４．伝熱計算 

 

４．１ 総括伝熱係数 

 

カランドリア内の伝熱管における伝熱量 Q [J/s]は、各部位の温度差を考慮して次のように表される。 

（外側境膜）    o so
o o

QT T
h A

 …(4.1.1) 

（外側スケール）  so wo
so so

QT T
h A

 …(4.1.2) 

（管壁）      wo wi
av( )

QT T
k l A

 …(4.1.3) 

（内側スケール） wi si
si si

QT T
h A

 …(4.1.4) 

（内側境膜）   si i
i i

QT T
h A

 …(4.1.5) 

ただし、h は境膜伝熱係数[W/(m2･℃)]、hs は汚れ係数[W/(m2･℃)]、k は熱伝導度[W/(m･℃)]、ℓ は管壁の

厚み[m]、A は伝熱面積[m2]、添え字 i は内側、添え字 o は外側、添え字 s はスケール、添え字 w は管壁。 

辺々加えると、伝熱管内側基準の伝熱面積 Ai [m2]を得る。 

o i

o o so so av si si i i

1 1 1 1
T T

Q

h A h A kA h A h A

 …(4.1.6) 
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o i
i i

i i i i

i i si si av so so o o

Δ
1 1 1 1 1

T TQ U A T
A A A A

A h h A k A h A h A

　　  …(4.1.7) 

i o i S B
i

[Δ ]
Δ
QA T T T T T

U T
　　 　 …(4.1.8) 

i i i i

i i si si av so so o o

1 1 1 1 1A A A A
U h h A k A h A h A

 …(4.1.9) 

スケール面積 Asiおよび Aso が伝熱面積 Aiおよび Aoに等しいと仮定するとき、上式は次式のようになる。 

 i i i
si i so o

i i si av so o o o

1 1 1 1 1 ,A A A A A A A
U h h k A h A h A

　　  …(4.1.10) 

伝熱管を直円管とみなすと、次式が成り立つ。 

Ai=2πri=πDi …(4.1.11) 

Ao=2πro=πDo …(4.1.12) 

Aav=2πrav=πDav  …(4.1.13) 

ただし、r は伝熱管半径[m]、D は直径[m]。 

上の３式を 1/Uiの式に代入すると、伝熱管内側基準の総括伝熱係数 Ui [W/(m2･℃)]を得る。 

 i oi i i
av

i i si av so o o o

1 1 1 1 1
2

D DD D D D
U h h k D h D h D

　　  …(4.1.14) 

寸法比を 1 に近似する場合は、次式が導かれる。 

i si so o

1 1 1 1 1
U h h k h h

 i i av i o, 1, 1U U D D D D  

同様にして、伝熱管外側基準の伝熱面積 Ao [m2]および総括伝熱係数 Uo [W/(m2･℃)]を得る。 

 o i

o o so so av si si i i

1 1 1 1
T T

Q

h A h A kA h A h A

 …(4.1.6) 

o i
o o

o o o o

o o so so av si si i i

Δ
1 1 1 1 1

T TQ U A T
A A A A

A h h A k A h A h A

　　  …(4.1.15) 

o o i S B
o

[Δ ]
Δ

QA T T T T T
U T

　　 　 …(4.1.16) 

o o o
si i so o

o o so av si i i i

1 1 1 1 1 ,A A A
A A A A

U h h k A h A h A
　　  …(4.1.17) 

o o o i o
av

o o so av si i i i

1 1 1 1 1
2

D D D D D
D

U h h k D h D h D
　　  …(4.1.18) 

i si so o

1 1 1 1 1
U h h k h h

 o o av o i, 1, 1U U D D D D  

伝熱量 Q は、熱収支により導かれる過熱水蒸気量の式を用いて次式で表される。 
 S p B F V( )Q S FC T T V  …(4.1.19) 
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ただし、λS は過熱水蒸気の蒸発潜熱[J/kg]、S は過熱水蒸気量[kg/s]。 

上式は、過熱水蒸気の凝縮熱 λSS が液の加熱(顕熱)FCp(TB－TF)と蒸発によって奪われる熱(潜熱)VλVに消

費されることを表している。 

 

 

図 4.1.1 加熱管内の温度分布 

（加熱管の内側を低温の液が流れ、外側を高温の水蒸気が流れる。） 

 

４．２ 境膜伝熱係数 

 

4.2.1 相変化が起こらない場合 

(ア)乱流の場合(Re>10000)は、Sieder-Tate(シーダー･テート)の式を用いる。[文献 3] 

1/3 0.140.8
p

w
0.023

ChD DG
k k

 …(4.2.1.1)   

ただし、Cpは比熱容量[J/(kg･K)]、D は管径[m]、G は質量流束[kg/(m2･s)](=ρu)、h は境膜伝熱係数[W/(m2･

K)]、k は熱伝導度[W/(m･K)]、μは粘度[Pa･s]、μw は壁面温度における粘度[Pa･s]。指数項は、原報では 0.027

になっている。[文献 3] 

(イ)層流の場合(Re<2100)は、Sieder-Tate の修正式を用いる。 

 

1/3 0.141/3 1/3
p

w
1.86

ChD DG D
k k L

 …(4.2.1.2) 

層流の場合は、円管形状(管径 D と管長 L)の影響が大きくなる。 

(ウ)遷移流の場合(2100<Re<10000)は、Hausen(ハウゼン)の式を用いる。[文献 4] 
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ス
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｜
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滴状凝縮

膜状凝縮

 

1/3 0.142/3 2/3
p

w
0.116 125 1

ChD DG D
k k L

 …(4.2.1.3) 

DG/
103 104 105

(h
/C

pG
)(C

p
/k

)2/
3 (

w
/

)0.
14

0.001

0.01

L/D=60L/D=120
L/D=180L/D=240

 
図 4.2.1.1 円管内流れにおける境膜伝熱係数 

 

4.2.2 相変化が起こる場合 

凝縮伝熱機構には、壁面が凝縮液膜で覆われて流下する膜状凝縮と、壁面に多数発生した液滴が流下

する滴状凝縮がある。ここでは、膜状凝縮伝熱に基づくものとする。凝縮液膜のレイノルズ数 Refは、次

式で表される。 

cl wet
f

cl

( / )D W ARe  …(4.2.2.1) 

wet wet cl wet
f

cl

(4 / )( / )A l W ARe  …(4.2.2.2) 

cl wet
f

cl

4 /W lRe  …(4.2.2.3) 

f
cl

4Re  …(4.2.2.4) 

ただし、Awetはぬれ面積[m2]、D は管径[m]、lwet はぬれ辺長[m]、Wclは凝縮量[kg/s]、Γ(ガンマ)はぬれ辺長

あたりの凝縮量[kg/(m･s)]、μclは凝縮温度における凝縮液の粘度[Pa･s]。 

垂直管と水平管の別、管内凝縮と管外凝縮の別で推算式が異なる。 
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（垂直管(管内及び管外凝縮); Re<2100）
1/3 1/32

cl

cl cl cl v cl

41.88
( )

h
k g

 cl

T

W
DN

 …(4.2.2.5) 

（垂直管(管内及び管外凝縮); Re>2100）
1/3 0.42

cl

cl cl cl v cl

40.0077
( )

h
k g

 cl

T

W
DN

  

…(4.2.2.6) 

（水平管(管内凝縮)）
1/3 1/32

cl

cl cl cl v cl

41.51
( )

h
k g

 clW
L

 …(4.2.2.7) 

 水平管が上下に NR 段配列されている場合は、h に NR
－1/4 を乗じる。 

 多管式熱交換器のよう に段の集合が複数存在する場合は、中央段に配列されている本数の

 ３分の２を NR にとる。[文献 5] 

ただし、g は重力加速度[m/s2]、h は凝縮伝熱係数[W/(m2･s)]、NR はある段に配列されている伝熱管の本数

[－]、NT は伝熱管の全本数[－]、kcl と ρcl は凝縮温度における凝縮液の熱伝導度[W/(m･K)]と密度[kg/m3]、

ρvは凝縮温度における蒸気密度[kg/m3]。各推算式の左辺を凝縮数という。なお、垂直管式の係数 1.88 に

ついて、Nusselt(ヌッセルト)の理論式では 1.47 であり、実用的には 1.28 倍した 1.88 を用いる。[文献 6] 

 

４．３ 汚れ係数 
 

蒸発操作を続けていると、溶液中の難溶性成分である硫酸カルシウム、炭酸カルシウム、水酸化マグ

ネシウム等のスケール（缶石）が伝熱面上に析出し、伝熱効率が低下する。この異常現象をスケーリン

グという。装置の運転を定期的に停止して、物理的に削り落とすか、酸や有機溶媒でスケールを洗浄す

る。スケール部位の伝熱係数や関係式についてはよく分かっていない。実測値、または経験的な値を用

いる。 

 

５．構造設計 

 

５．１ 伝熱面積 
 

蒸発缶の所要伝熱面積 A [m2]は、過熱水蒸気(スチーム)の温度 TS [℃]を用いて次式で表される。 

 
S B( )
QA

U T T
 B W BPR[ ]T T T  …(5.1.1) 

境膜伝熱係数の推算には、円管内伝熱の式を用いる。 

伝熱管の長さ L [m]は、次式で与えられる。 

 
AL
DN

 …(5.1.2) 

ただし、D は伝熱管径[m]、N は伝熱管本数[－]。 

 

５．２ 蒸発缶径[文献 7,8] 
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蒸発缶径 DE [m]は、許容蒸気速度 GV [kg/(m2･s)]を用いて次式より求める。 

E
V

4VD
G

 …(5.2.1) 

許容蒸気速度 GVは、気液分離器(ノックアウトドラム)と同じ要領で設計できるが、ここでは簡便のため、

三石らが報告している次式で概算する。[文献 9-11] 

. .D F 原料溶液に含まれる溶質の濃度

発生蒸気の凝縮液に含まれる溶質の濃度
 …(5.2.2) 

除染係数 D.F. (Decontamination Factor)[－]は、発生蒸気による液滴の飛沫同伴量を表す指標であり、値が

高い程(分母の値が小さく抑えられる程)、装置性能が高い。工業的には、蒸発缶上部に飛沫同伴防止装置

を付設して発生蒸気と液滴を気液分離し、飛沫同伴を防止している。 

 除染係数と許容蒸気速度の関係式は、次式で与えられる。 

（大型蒸発缶） 5 1.20
V. . 1.7 10 ( 200)D F G  ただし 200<GV<2000 …(5.2.3) 

（小型蒸発缶） 5 0.65
V. . 1.7 10 ( 200)D F G  ただし 40<GV<3000 …(5.2.4) 

ただし、GVの単位 [kg/(m2･h)]である。設計上、D.F.=10000 が目安となる。[文献 12,13] 

伝熱管を一辺 P [m]の間隔(ピッチという)で正三角形状に配置する場合、カランドリアの断面積 SC [m2]

は、ダウンテークの断面積 SD [m2]を用いて次式が成り立つ。 
2

C Dsin 60S NP S  …(5.2.5) 

上式よりカランドリア径 DC [m2]を得る。 
2

D
C

4( sin 60 )NP SD  …(5.2.6) 

ダウンテークの断面積 SD [m2]は、経験的に伝熱管内径の全断面積の 40～50%を採用する。 

 ベーパーパイプ(缶上部の太い管)径 DV [m]は、次式で推算される。 

V
V V

4VD
u

 …(5.2.7) 

ただし、uV は蒸気流速[m/s]であり、下表が目安となる。 

 

表 5.1 発生蒸気の飽和温度と蒸気流速の関係[文献 8] 

発生蒸気の飽和温度 蒸気流速 

40℃ 

60℃ 

80℃ 

100℃ 

65 m/s 

50 m/s 

40 m/s 

35 m/s 

 

６．運転時間[文献 14,15] 

 

蒸発操作時間の経過に伴い、スケーリングによる伝熱面の汚れが進むと、総括伝熱係数 U が小さくな

り、蒸発能力は低下する。したがって、ある時間で蒸発缶の運転を停止し、洗缶を行う必要がある。洗

缶までの所要熱量 Qc [J]の時間微分を用いると、伝熱速度は次式で表される。 
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cd Δ
d
Q UA T  …(6.1) 

ただし、 T は過熱水蒸気と溶液沸点の温度差(TS－TB)[℃]、θは時間[s]。 
伝熱抵抗 1/U が所要熱量 cQ に比例すると仮定すると、次式が成り立つ。 

 c
0

1 1 Q
U U

 …(6.2) 

ただし、U0は操作開始時の総括伝熱係数[W/(m2･℃)]、αは定数。 

総括伝熱係数 U と所要熱量 Qc を時間 θの関数とみなし、上式を θで微分する。 

c
0

d 1 d 1
d d

Q
U U

 …(6.3) 

c

0

dd 1 d d 1
d d d d

QU
U U U

 …(6.4)  

c
2

d1 d 0
d d

QU
U

 …(6.5) 

c2
d dU Q
U

 …(6.6) 

最初の式を用いて dQc の項を消去すると、総括伝熱係数の時間依存式が導かれる。 

 2
d Δ dU UA T
U

 …(6.7) 

 
0

3 0

d Δ d
U

U

U A T
U

 …(6.8) 

 

0

3 1
Δ

3 1

U

U

U A T  …(6.9) 

 2 2
0

1 1 1 Δ
2

A T
U U

  …(6.10) 

 2 2
0

1 1 2 ΔA T
U U

  …(6.11) 

ab
U 2
1  2

02 Δ , 1a A T b U  …(6.12) 

最初の式に代入して U を消去する。 

cd 1 Δ
d
Q A T

b a
  …(6.13) 

c

c0 0

1d Δ d
Q

Q A T
b a

  …(6.14) 
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1/2
c 0

Δ ( ) dQ A T b a   …(6.15) 

1/2 1

c
0

1 ( )Δ
( ) (1/2) 1

b aQ A T
b a

  …(6.16) 

 c
2 Δ ( )A TQ b a b

a
 …(6.17) 

1 日 n 回の運転を計画する場合、1 日あたりの所要熱量 Qd [J/d]は、次式で表される。 
 d cQ nQ  …(6.18) 

1 回の洗缶に要する時間が θw [h]であるとき、1 日あたりの運転回数 n [1/d]は、次式で表される。 

w

24n  …(6.19) 

Qdの式に n の式と Qc の式を代入する。 

d
w

48 ΔA T b a bQ
a

 …(6.20) 

1 日あたりの蒸発量 E [kg/d]は、上式を水の蒸発潜熱 λV [J/kg]で除して導かれる。 

V w

48 ΔA T b a bE
a

 …(6.21) 

洗缶までの運転時間 τ [h]は、蒸発量 E [kg/d]が極大となる点を選ぶ。 

 
V w

d d 48 Δ 0
d d
E A T b a b

a
 …(6.22) 

 
V w

d 48 Δ 0
d

A T b a b
a

 …(6.23) 

w

d 0
d

b a b
 …(6.24) 

w w
2

w

( ) ( ) ( )( ) 0
( )

b a b b a b
 …(6.25) 

1/2
w[(1 2)( ) ( ) ]( ) ( )(1) 0b a b a b a b  …(6.26) 

1/2
w( 2)( ) ( ) 0a b a b a b  …(6.27) 

w( 2)( ) ( ) ( ) 0a b a b b a
b a

 …(6.28) 

w( ) ( 2) ( 2 ) 0b b a a a b  …(6.29) 

w2 ( ) ( 2 ) 0b b a a a b  …(6.30) 

w2 ( ) (2 )b b a a b a  …(6.31) 
2 2

w4 ( ) [ (2 )]b b a a b a  …(6.32) 
2 2 2

w w4 ( ) 2 (2 ) (2 )b b a a a b a b a  …(6.33) 
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2 2 2 2
w w4 4 2 (2 ) (2 )b ab a a b a b a  …(6.34) 

2 2 2 2 2 2 2
w w w4 4 (4 2 ) (4 4 )b ab a ab a b ab a  …(6.35) 

2 2 2 2 2
w w w0 2 ( 4 )a a ab a  …(6.36) 

2 2
w w w2 ( 4 ) 0a a a b  …(6.37) 

2 2 2
w w w w2 4 4 ( 4 )

2
a a a a b

a
 …(6.38) 

w w2 16
2

a ab
a

 …(6.39) 

 w
w

4b
a

 …(6.40) 

 

７．多重効用蒸発 
 

数基の蒸発缶を直列に連結し、蒸発缶ごとの操作圧を順次下げると、沸点も順次下がる。前の缶の発

生蒸気をスチームの代わりとし、その潜熱で次の缶の液を加熱する。そうすることで、スチーム製造に

用いるボイラーを蒸発缶ごとに設置する必要が無くなる。蒸発缶の数を増やす程熱を有効利用できるが、

増設にかかる費用も考慮する必要がある。多重効用蒸発法における給液操作には、次の４方式がある。 

①順流操作 原液の温度が高い場合に有利である。第１缶の温度が高い為、原液の予熱にかかるエネル

ギーが少なくて済む。第１缶から第２缶へは、発生蒸気が高圧側から低圧側へ自然に流れる。 

②逆流操作 原液の温度が低い場合に有利である。第３缶の温度が低く、かつ低圧であること、また第

３、第２、第１缶の順に温度が高くなる為、比較的低温である原液の蒸発に適している。 

③並流操作 原液に含まれる溶質の初期濃度が高い場合に有利である。減圧や加熱を徹底しなくても濃

縮しやすい状態なので、原液を各缶に分割して送液することで、生産性を高めることができる。 

④錯流操作 液の流れが複雑であり、あまり用いられない。順流操作と逆流操作を組み合わせることで、

それぞれの長所を利用することができる。 

多重効用蒸発缶の設計計算については、各缶における物質収支、熱収支、伝熱速度を立式して連立方

程式を解く。例えば、３重効用缶の場合は、次の通りとなる。 

①物質収支 

 全 体： 1 2 3 F L3(1 )V V V F x x   …(7.1) 
 第 1 缶： 1 F L1(1 )V F x x   …(7.2) 
第 2 缶： 2 1 L1 L2( )(1 )V F V x x   …(7.3) 
第 3 缶： 3 1 2 L2 L3( )(1 )V F V V x x  …(7.4) 

②熱収支 
 第 1 缶： 11FB1pFS1 )( VTTFCSQ   …(7.5) 

第 2 缶： 22B1B2p11112 )()( VTTCVFVQ   …(7.6) 

第 3 缶： 33B2B3p221223 )()( VTTCVVFVQ   …(7.7) 

ただし、 pp21ppF CCCC  および λλλλ 21S  をそれぞれ仮定する。 

③伝熱速度 
 第 1 缶： )( B1S111 TTAUQ   …(7.8) 
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第 2 缶： )( B2B1222 TTAUQ   …(7.9) 
第 3 缶： )( B3B2333 TTAUQ   …(7.10) 

 ただし、 AAAA 321  を仮定する。 
いま、求めるべき未知数は 7 つ(A, TB1, TB2, V1, V2, V3, S)であることから、全体の物質収支式と３つの熱収

支式と３つの伝熱速度式の 7 元 1 次連立方程式を解く。既知の数値を与式に代入し、計算機を用いて未

知数の数値解を求める。 

 

 
図 7.1 多重効用蒸発缶の給液操作[文献 16] 

 

 

 
図 7.2 ７元１次連立方程式の数値解(λ～Tsの値は既知) [文献 17] 

 

８．設計計算 

 

F
S

V

L

１ ２ ３

（順流）

F
S

V

L

１ ２ ３

（逆流）

S

V

L

１ ２ ３

（並流）

LLF F F

S

L

１ ２

（錯流） V

３ ４ ５

F

V1 V2 V3

L1, xL1 L2, xL2 L3, xL3

TB1, CpF
原液F

（質量組成xF）

加熱用水蒸気S
U1, A1 U2, A2 U3, A3

蒸気

濃縮液

TB2, Cp1 TB3, Cp2

λ= 2200000 A= 22.8 式(1)の残差の平方= 49
Cp= 4200 TB1= 100.5 式(5)の残差の平方= 0
U1= 2300 TB2= 84.9 式(6)の残差の平方= 0
U2= 1700 V1= 0.276 式(7)の残差の平方= 17
U3= 1200 V2= 0.309 式(8)の残差の平方= 7

F= 1.40 V3= 0.348 式(9)の残差の平方= 2
xF= 0.100 Vs= 0.464 式(10)の残差の平方= 23

xL3= 0.300 残差の合計= 98
TF= 30.0

TB3= 60.0
Ts= 120
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装置型式  自然循環式垂直管型単一蒸発缶 

原料   食塩水 

原料の供給速度 F  240 t/d 

原料の温度 TF  30℃ 

原料の濃度 xF  5 wt% 

濃縮液の濃度 xL   20 wt% 

飽和スチームの温度 TS  凝縮水温度に等しい 

飽和スチームの圧力 PS   270 kPa 

蒸発室内の操作圧 PV  50 kPa 

伝熱管内を流れる液の密度 ρL  980 kg/m3 

伝熱管内を流れる液の粘度 μL  0.64 mPa･s 

伝熱管内を流れる液の比熱容量 Cp  4200 J/(kg･K) 

伝熱管内を流れる液の熱伝導度 kL  0.64 W/(m･K) 

スチーム凝縮水の流量 Wcl  スチーム量に等しい 

スチーム凝縮水の密度 ρcl  930 kg/m3 

スチーム密度 ρV   1.7 kg/m3 

スチーム凝縮水の粘度 μcl  0.205 mPa･s 
スチーム凝縮水の熱伝導度 kcl   0.64 W/(m･K) 

伝熱管内側の液流速 u   1 m/s 

伝熱管の熱伝導度 k  20 W/(m･K) 

粘度補正項 μ/μw   1 

伝熱管径  25A 

伝熱管本数 NT  700 

伝熱管のピッチ P  70 mm 

内側汚れ係数 hsi  5000 W/(m2･K) 

外側汚れ係数 hso  10000 W/(m2･K) 

除染係数 D.F.   10000 

操作開始時の総括伝熱係数 U0  設計値に等しい 

100 h 運転後の総括伝熱係数 U100  500 W/(m2･K) 

洗缶 1 回あたりの所要時間 θw  5 h 

重力加速度 g   9.81 m/s2

 

付表 配管用炭素鋼鋼管(JIS G3452)[文献 18] 

呼び径 外径 
[mm] 

厚さ 
[mm] A B 

6 1/8 10.5 2.0 
8 1/4 13.8 2.3 

10 3/8 17.3 2.3 
15 1/2 21.7 2.8 
20 3/4 27.2 2.8 
25 1 34.0 3.2 
32 1 1/4 42.7 3.5 
40 1 1/2 48.6 3.5 
50 2 60.5 3.8 

 

①沸点上昇 TBPR [℃] 

液深の影響は無視する。 

水の蒸気圧曲線より、50 kPa における水の沸点 TWは 81℃。 

デューリング線図より、水の沸点 81℃における 20 wt%食塩水の沸点 TBは 85℃。 

TBPR=TB－TW=85－81=4℃ 

②蒸発水量 V [t/d] 

V=F[1－(xF/xL)]=(240)[1－(0.05/0.20)]=180 t/d 

③スチーム量 S [t/d] 

蒸発潜熱曲線より、飽和温度 85℃における蒸発潜熱は λV=2296 kJ/kg。 

蒸気圧曲線より、270 kPa における水の沸点は 130℃(＝凝縮水温度 Tcl)。 

蒸発潜熱曲線より、飽和温度 130℃における蒸発潜熱は λS=2170 kJ/kg。 
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S=[FCp(TB－TF)+VλV]/λS 

S=[[(240000)kg/d(3.9)kJ/(kg･K){(273.15+85)－(273.15+30)}K]+(180000)kg/d(2296)kJ/kg]/(2170)kJ/kg 

S=214175 kg/d≒214 t/d 

④伝熱管の内側境膜伝熱係数 hi [W/(m2･K)] 

(内径 Di)=(外径 Do)－(厚み l)×2=(34.0)－(3.2)(2) = 27.6 mm 

Re=DG/μ=DiuρL/μL=(0.0276)(1)(980)/(0.00064)=42262(乱流) 

Pr=Cpμ/k=(4200)(0.00064)/0.64=4.2 

μ/μw=1 

Nu=0.023Re0.8Pr1/3(μ/μw)0.14=(0.023)(42262)0.8(4.2)1/3(1)0.14=186.31 

hi=Nu(k/D)=(186.31)(0.64/0.0276)=4320.2 W/(m2･K)≒4320 W/(m2･K) 

⑤伝熱管の外側境膜伝熱係数 ho [W/(m2･K)] 

スチーム凝縮水による膜状凝縮伝熱を仮定する。 

S=214175/(24)(60)(60)=2.4788 kg/s 

Γ=Wcl/(πDoNT)=S/(πDoNT)=2.4788/[(π)(0.0340)(700)]=0.033152 kg/(m･s) 

Ref=4Γ/μcl=(4)(0.033152)/(0.000205)=646.86(層流) 

μcl2/[ρcl(ρcl－ρv)g]=(0.000205)2/[(930)(930－1.7)(9.81)]=4.9621×10－15 

ho=1.88kclRef
－1/3[μcl2/{ρcl(ρcl－ρv)g}]－1/3=(1.88)(0.64)(646.86)－1/3(4.9621×10－15)－1/3 

ho=8156.6 W/(m2･K)≒8157 W/(m2･K) 

⑥総括伝熱係数 U [W/(m2･K)] 

管径比は 1 に近似する。 

1/U=(1/hi)+(1/hsi)+(ℓ/k)+(1/hso)+(1/ho) 

1/U=(1/4320.2)+(1/5000)+(0.0032/20)+(1/10000)+(1/8156.6)=0.00081407 

U=1/0.00081407=1228.3 W/(m2･K)≒1228 W/(m2･K) 

⑦伝熱面積 A [m2] 

A=Q/[U(TS－TB)]=λSS/[U(Tcl－TB)]=(2170000)J/kg(2.4788)kg/s/[(1228)J/(m2･K･s){(273.15+130)－(273.15+85)}K] 

A=97.339 m2≒97.3 m2 

⑧伝熱管長 L [m] 

Dav=(Di+Do)/2=(27.6+34.0)/2=30.8 mm 

L=A/(πDavNT)=(97.339)/[(π)(0.0308)(700)]=1.4371 m≒1.44 m 

⑨蒸発缶径 DE [mm] 

大型蒸発缶を仮定する。GVの適用範囲は無視する。 

10000=1.7×105(GV/200)-1.20  

(GV/200)1.20=170000/10000=17  

GV=(200)(17)1/1.20=2120 kg/(m2･h)=0.589 kg/(m2･s)   

DE=[4V/(πGV)]0.5=[(4)(180000/24)kg/h/{(π)(2120)kg/(m2･h)}]0.5=2.1223 m≒2122 mm 

⑩カランドリア径 DC [mm] 

ダウンテークの断面積は、伝熱管内径の全断面積の 40%とする。 

DC=[(4/π)(NP2sin60°+SD)]0.5= [(4/π)[(700)(0.070)2sin60°+(π/4)(0.0276)2(0.4)]]0.5=1.9448 m≒1944 mm 
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⑪べーパーパイプ径 DV [mm] 

DV=[4V/(πρVuV)]0.5=[(4)[180000/{(24)(3600)}]/{(π)(1.7)(40)}]0.5=0.19750 m≒198 mm 

⑫運転時間 τ [h] 

a=(1/U2－1/U02)/θ=[(1/500)2－(1/1228.3)2]/100=3.3371×10－8 

b=1/U02=(1/1228.3)2=6.6281×10－7 

τ=θw＋(4bθw/a)0.5=5＋[(4)(6.6281×10-7)(5)/(3.3371×10-8)]0.5=24.930 h≒24.9 h 

τ=θw－(4bθw/a)0.5=5－[(4)(6.6281×10-7)(5)/(3.3371×10-8)]0.5＝－14.930h≒－14.9 h 
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